
公益法人の区
分

国認定、都道
府県認定の区
分

応札・応募者
数

継続支出の
有無

文部科学省 国立研究開発法人防災科学技術研究所 3050005005210 地震・火山観測網整備及び維持管理支援業務
茨城県つくば市天王台3-1
国立研究開発法人防災科学技術研究所
契約担当役　理事　安藤　慶明

令和2年4月1日
東京都千代田区神田猿楽町１－５－１８
公益財団法人地震予知総合研究振興会

5010005018916 一般競争入札 - 483,141,380 - 公財 国認定 2

本業務で整備・維持される地震・火山観測網から得られる
データは、緊急地震速報や噴火警戒レベルの判断に使用さ
れるため、24時間安定したデータを維持し続ける必要があ
り、事業者には地震学、火山学等の専門的知見と万全の業
務体制構築が求められ、確実な業務の遂行を要する性格の
ものであるが、事前参加要件の見直し、緩和を図るため、入
札参加要件については実施能力担保のための最低限の確
認に留め、最低価格落札方式を実施した。
応札予定業者が十分に履行の準備を行うことができるよう
に、開札から履行開始までの期間を確保した。
本契約内容を従来の請負業者以外でも行いやすくするた
め、入札説明会の際に引き続き、内容を十分に理解できる
よう直接質疑応答する機会をつくるとともに、当該入札説明
会において、作業に必要なマニュアル類や過去の作業報告
書を配置し、応札予定者が容易に閲覧できるようにするなど
環境の整備等を実施した。
市場化テストの一環として上記の改善策に取り組んだ。

有

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。

（注）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。

所管府省 支出元独立行政法人の名称

独立行政法人から公益法人への支出に関する競争入札の見直しの状況（物品・役務等）

支出元独立行政法人の法人
番号

点検結果
（見直す場合はその内容）

備考物品役務等の名称及び数量
契約担当者等の氏名並びにその所属する部局の名称及び所在

地
契約を締結した日

一般競争入札・指
名競争入札の別

（総合評価の実施）
予定価格 契約金額 落札率契約の相手方の商号又は名称及び住所

公益法人の場合

契約の相手方の法人番号

様式７－３



公益法人の区
分

国認定、都道
府県認定の区
分

応札・応募者
数

継続支出の
有無

文部科学省 国立研究開発法人防災科学技術研究所 3050005005210 首都圏地震観測網の維持管理支援業務
茨城県つくば市天王台3-1
国立研究開発法人防災科学技術研究所
契約担当役　理事　安藤　慶明

令和2年4月1日
東京都千代田区神田猿楽町１－５－１８
公益財団法人地震予知総合研究振興会

5010005018916

契約事務規程第１５条
競争に付したが、不落であったことから、最
低価格の入札を行った者と契約を締結し
た。

- 15,060,895 - - 公財 国認定 1

本業務で維持される首都圏地震観測網から得られ
るデータは、緊急地震速報に使用されるため、24
時間安定したデータを維持し続ける必要があり、事
業者には地震学、火山学等の専門的知見と万全の
業務体制構築が求められ、確実な業務の遂行を要
する性格のものであるが、事前参加要件の見直
し、緩和を図るため、入札参加要件については実
施能力担保のための最低限の確認に留め、最低
価格落札方式を実施した。
応札予定業者が十分に履行の準備を行うことがで
きるように、開札から履行開始までの期間を確保し
た。

有

-

-

-

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。

（注）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。

支出元独立行政法人の名称

独立行政法人から公益法人への支出に関する随意契約の見直しの状況（物品・役務等）

所管府省

点検結果
（見直す場合はその内容）

備考
再就職の
役員の数

支出元独立行政法人の
法人番号

物品役務等の名称及び数量
契約担当者等の氏名並びにその所属する部局の名称及

び所在地
契約を締結した日

随意契約によることとした業務方法書又は会計規定等
の根拠規定及び理由

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場合

契約の相手方の商号又は名称及び住所
契約の相手方の法人

番号

様式７－４
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